
【様式３】

計画変更理由及び内容書

　本地区は令和3年度に着工し，区画整理を行い道路体系及び用排水の整備水準の向上を図ってきたが、

　事業の実施にあたり，現場状況に応じた対策工等による事業費の増により、計画の変更が必要となった。

１．計画変更の理由及び内容

【受益の変更】

① 受益面積の編入・除外

・ 事業実施に当たり、地区除外により水田面積が△2.1ha減。

・ 地区編入より畑地面積が0.5ha増。

・ 水田区域を畑地区域へ変更したことにより畑地区域が0.9ha増。

・ 換地計画による道水路延長及び道水路敷地幅の増により水田面積が△7.9ha減。

② 道水路面積の編入・除外

・ 換地計画による道水路延長及び道水路敷地幅の増により道水路面積が5.6ha増。

・ 換地計画による非農用地面積が0.2ha増。

［受益面積］ （単位：ｈａ）

％

％

％

［地区面積］ （単位：ｈａ）

％

％

％

％

％

※地区面積（受益地のほか道路や水路などを含む面積）は区画整理の場合のみ記載

※受益面積、地区面積とも測量成果による面積の増減は除く

【事業量変更】 合計 千円

（１） 純工事費 小計 千円

① 整地工 千円

・

（単位：ｈａ）

％

経営体育成基盤整備事業
利根南部地区

（区画整理工）

地目 変更前 変更後 増△減 増減率
除外 編入 変更

△ １０.０ △ １０.２

畑 ６.７ ８.１ ０.０ ０.５ ０.９ １.４ ２０.８

田 ９７.７ ８７.７ △ ２.１ ０.０ △ ７.９

△ ８.６ △ ８.２

地目 変更前 変更後 増△減 増減率
除外 編入 変更

計 １０４.４ ９５.８ △ ２.１ ０.５ △ ７.０

△ １０.０ △ １０.２

畑 ６.７ ８.１ ０.０ ０.５ ０.９ １.４ ２０.８

田 ９７.７ ８７.７ △ ２.１ ０.０ △ ７.９

５.６ ４７.０

非農用地 １.７ １.９ ０.０ ０.０ ０.２ ０.２ １１.７

道水路 １１.９ １７.５ ０.０ ０.０ ５.６

△ ２.８ △ ２.３

４５,７４７

２８,９４１

△ ３１,２２０

計 １１８.０ １１５.２ △ ２.１ ０.５ △ １.２

整地工 １０４.４ ９５.８ △ ８.６ △ ８.２

区分 変更前 変更後 増△減 増減率

地区除外及び換地計画に伴う受益面積A=8.6haの減により事業費
が減となった。



② 道路工 千円

・

（単位：ｍ）

％

③ 用水路工(パイプライン工) 計 千円

・ 千円

・ 千円

（単位：ｍ）

％

④ 用水路工（用水機場工） 千円

・ 該当なし

⑤ 排水路工 千円

・

（単位：ｍ）

％

⑥ 暗渠排水工 千円

・

（単位：ha）

％

％

（２） 測量及び試験費 千円

・

（３） 用地買収及び補償費 千円

・ 該当なし

（４） 換地費 千円

・ 該当なし

（５） 工事雑費 千円

・ 事業量変更に伴う増。

（６） 事務費 千円

・ 事業量変更に伴う増。

１９,０００

道路工 11,990 15,700 3,710 ３０.９

換地計画に伴うほ場への進入路確保のため、支線道路の配置変
更により路線延長がL=3,710m増となった。

区分 変更前 変更後 増△減 増減率

５２,７９１

３０,０００

２２,７９１

区分 変更前 変更後 増△減 増減率

換地計画に伴う道排水路及び畑地の配置変更により路線延長が
L=1,490m増となった。

路線延長増に伴う用水付帯工増による事業費の増。
　換地計画に基づく区画形状に合わせてパイプラインの路線配管
計画を行った結果、第１工区及び第２工区の集落周りの路線延長
増に伴う用水付帯工増により事業費が増となった。

パイプライン工 16,840 18,330 1,490 ８.８

０

９,５６０

区分 変更前 変更後 増△減 増減率

換地計画に伴うほ場及び地区外宅地周りへの排水路設置のため、
排水路の配置変更により路線延長がL=220m増となった。

排水路工 9,780 10,000 220 ２.２

△ ２１,１９０

区分 変更前 変更後 増△減 増減率
除外 編入

地区編入及び除外に伴い受益面積がA=10.0ha減になったため、
暗渠排水工の事業費が減になった。

６０２

１,２０４

１５,０００

０

０

△ １０.２

計 ９７.７ ８７.７ ０.０ ０.０ △ １０.０ △ １０.２

暗渠排水工 ９７.７ ８７.７ △ １０.０

地区内に点在する集落周辺の工損調査により事業費が増となった。



【工法の変更】 合計 千円

（１） 純工事費 小計 千円

① 整地工 計 千円

・ 千円

・ 千円

② 道路工 千円

・

③ 用水路工(パイプライン工) 千円

・ 該当なし

④ 用水路工（用水機場工） 計 千円

・ 千円

・ 千円

⑤ 排水路工 計 千円

・ 千円

・ 千円

⑥ 暗渠排水工 千円

・

（２） 測量及び試験費 千円

・

（３） 用地買収及び補償費 千円

・ 該当なし

１,１７８,８２６

３０７,２４４

１６８,４９２

１５,０００

０

１,０８１,５８３

２３４,７３４

３２１,３８８

４９,７２５

０

１２６,７３４

地質調査結果を踏まえた検討による支線排水路基礎工の事業費
の増
　支線排水路において、当初は近傍のボーリングデータの結果か
ら直接基礎にて計画していたが、詳細な地質調査の結果、施工基
面の土質が非常に軟弱な腐植土層(N値0)であったことから、「セメ
ント系固化材を用いた地盤改良による基礎処理対策」を行ったこと
により事業費が増となった。

４７,２４４

支線排水路施工に伴う仮設ウェルポイント設置による事業費の増
　当初は近傍のボーリングデータから地下水位が低いと判断してい
たが、支線排水路の施工において、試掘調査の結果、想定より砂
質で地下水位が高いことが確認されたため、仮設のウェルポイント
設置により事業費が増となった。

２６０,０００

単点測量調査結果より流末高と田面高の高低差が想定より浅く、当
初計画していた田面－1.2mの高さを確保出来ず、田面－1.0m程
度の高さへ変更となった。
　排水路深さが浅くなったことで、暗渠排水の吸水渠並びに集水渠
勾配が緩くなり、吸水渠並びに集水渠、水こうの口径が大きくなっ
たため、事業費が増となった。

用水機場箇所の地質調査結果から軟弱地盤解析が必要となったこ
とにより事業費が増となった。

道路延長増に伴い、新設道路の路体用盛土として、10,800m3程度
が不足となり、盛土材として、近隣ストックヤードから運土したことに
より事業費が増となった。

混合廃棄物の処分による増
　整地工事において基盤切盛を行ったところ、当初想定されなかっ
た、混合廃棄物があることが判明したことにより事業費が増となっ
た。

１０８,０００

地質調査結果を踏まえた検討による用水機場工の基礎及び仮設
工の事業費の増

機場工の施工基面周辺は非常に軟弱な腐植土層(N値0)及び緩い
細砂層で地下水位もGL－1.5m以内と高いことから、仮設工法とし
て「セメント系固化材を用いた改良壁土留工法」を用いたことにより
事業費が増となった。

１４２,８００

調整池工において当初計画は近傍地区の地質調査結果より地下
水位が低く粘性土であることから「素掘によるブロックマット護岸」に
て計画していたが、詳細な地質調査の結果、調整池法面周辺は非
常に軟弱な腐植土層(N値0)及び緩い細砂層で地下水位もGL－
1.5m以内と高いことから、護岸勾配1:1.5及び1:2.0でも法面安定が
図れず、「セメント系固化材を用いた法面安定対策」を行ったことに
より事業費が増となった。

１７８,５８８

畑地区域における最適地下水位確保に伴う盛土増による事業費の
増
　整地計画の結果、畑地区域に対し、「田面+50cm且つ道路高

+20cm」を確保するためにV≒27,000m3の盛土量が必要となり、そ
の土量を近隣ストックヤードから運土したことにより事業費が増と
なった。



（４） 換地費 千円

・ 該当なし

（５） 工事雑費 千円

・ 工法変更に伴う増。

（６） 事務費 千円

・ 工法変更に伴う増。

２．効用

上記の変更に伴い，各効果についても再計算し変更する。 （単位：千円）

３．総事業費

上記の変更及び自然増のため総事業費を変更する。 （単位：千円）

４．事業期間

年

０

２７,４１４

５４,８２９

　
効果項目

年総効果額 年総増加所得額

変更前 変更後 増△減 変更前 変更後 増△減

△ ９,８３９

営農経費節減効果 １０７,３５９ １１３,５０２ ６,１４３ １１３,１１５ １１９,５１６ ６,４０１

作物生産効果 ７９,５０５ ９２,３５９ １２,８５４ ５１,９１０ ４２,０７１

△ ２３８維持管理費節減効果 △ ５,４８８ △ ６,４２７ △ ９３９ ５００ ２６２

１９,１２８ １６５,５２５ １６１,８４９ △ ３,６７６

国産農産物安定供給効果 １８,８６４ １９,９３４ １,０７０ ０ ０

変更後

令和 ３ 年度 令和 ３ 年度 令和 １０ 年度

計 ２,１９７,０００ ３,９５６,０００ １,７５９,０００

採択年度 着工年度
完了予定年度

増△減
変更前

工事費 ２,０４４,０００ ３,６８０,０００

※変更前と変更後の経済効果算定手法は、総費用総便益比方式である。

変更前 変更後 増△減 備考

変更前 変更後 増△減

総費用総便益比（投資効率） １.５８ １.０８ △ 0.50

０

計 ２００,２４０ ２１９,３６８

令和 １３ 年度 ３

１,６３６,０００ （内自然増　495,476千円）

事務費 １５３,０００ ２７６,０００ １２３,０００ （内自然増　38,951千円）


